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は　じ　め　に
　トヨタ自動車は２００７年３月期の連結決算で売上高が２３兆９，４８１億円，営業
利益が２兆２，３８７億円，当期純利益が１兆６，４４０億円といずれも過去最高を
記録した。また，自動車の生産台数もグループ全体で２００７年には９３４万台を
計画しており，経営不振が続く米ゼネラル・モーターズ（GM）を抜き，生
産，販売ともに２００７年に世界首位となる公算が大きい。
　以上のように，トヨタ自動車は世界を代表する自動車メーカーになり，
現地生産も北米において１２０万台を超えている。しかし，１９７０年代後半から
激しくなった日米自動車摩擦の時には，トヨタは他社に比べて対米現地生
産が遅れ，批判された。対米現地生産は本田技研が１９８２年にオハイオ工場，
日産が１９８３年にスマーナ工場が稼働したのに対して，トヨタは GMとの合
弁会社での生産開始が１９８４年，単独進出のケンタッキー工場は１９８８年稼働
開始と遅かった。その単独進出はマツダのミシガン州の現地工場の生産開
始１９８７年よりも遅れた。当時のトヨタは，三河モンロー主義と揶揄され，
トヨタの強みは愛知県においてのみその強さが発揮され，米国進出では強
みがなくなるので進出しないのではないかと批判されていた。それが，現
在では海外生産が３００万台を超え，北米での生産も１２０万台になっている。
　三河モンロー主義と批判された当時と北米での現地生産が急速に拡大し
続けている現在とのギャップを埋めたのは何であるか，なぜこのような海
外生産の拡大が可能になったのかについて，以下ではトヨタ自動車の対米
現地生産の展開を時系列的に見てゆくことで，その拡大の状況を把握する。
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さらに，それに対して今までの対米現地生産についての研究においてどの
程度明らかになっているのか，そこで明らかにされていないことは何かに
ついて議論する。あまり重点をおいて議論されていなかった系列部品メー
カーとの関係をトヨタ系列の企業の現地生産の進展を中心に検討する。
１．　日本自動車メーカーの対北米進出
　　トヨタ自動車の対北米進出の現状
　トヨタ自動車の業績は，表１に見られるように，２００７年３月期の連結決
算で売上高が２３兆９，４８１億円，営業利益が２兆２，３８７億円，当期純利益が１
兆６，４４０億円といずれも過去最高を記録した。５年前と比較すると売上高が
約８兆円，営業利益が約１兆円，当期純利益が９千億円の増加である。
　このような大幅な売上高，利益の増加がなぜ可能になったのであろうか。
トヨタの地域別生産台数と販売台数を見ることでその理由が明らかになる。
表２に見られるように，トヨタの生産台数は２００２年度の５８５万台から２００６年
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 表１　トヨタ自動車の連結売上高と連結利益 （単位：百万円）
２００６年度２００５年度２００４年度２００３年度２００２年度
２３，９４８，０９１２１，０３６，９０９１８，５５１，５２６１７，２９４，７６０１５，５０１，５５３売 上 高
２．２３８．６８３１，８７８，３４２１，６７２，１８７１，６６６，８９０１，２７１，６４６営 業 利 益
１，６４４．０３２１，３７２，１８０１，１７１，２６０１，１６２，０９８７５０，９４２当期純利益
（注）　各年度のトヨタ自動車の有価証券報告書より作成。
 表２　トヨタ自動車所在地別連結車両生産台数 　（単位：千台）
２００６年度２００５年度２００４年度２００３年度２００２年度
５，１００４，６８４４，５３４４，２８４４，１６２日本
３，０７８３，０２７２，６９７２，２２９１，６８８海外計
１，２０４１，２０１１，１５６１，０３４８８３北米
７０９６２３５９６５１５３８７欧州
７５４８３６６４７４０２―アジア
４１１３６７２９８２７８４１８その他の地域
８，１８０７，７１１７，２３１６，５１３５，８５０連結計
（注）　各年のトヨタ自動車　アニュアルリポートより作成。
度の８１８万台へ２３３万台増加している。最近５年間の生産を日本国内と海外
で見ると，日本国内は２００２年度の４１６万台から２００６年度の５１０万台へ９４万台
増加しているが，海外生産は１５９万台から３０８万台へと約２倍の１４９万台増加
している。さらに，販売台数（表３）においてはこの５年間で日本国内で
は２２２万台から２２７万台へとわずか５万台しか増加していないのに対して，
海外販売は３９０万台から６２５万台へ２３５万台も増加している。したがって，ト
ヨタの最近５年間の売上高，利益における急増は海外での生産および販売
によるものといえる。特に，北米における販売は２００２年度の１９８万台から
２００６年度の２９４万台へと５年間で１００万台近く販売台数が増加している。２９４
万台という数字は，日米自動車摩擦の時に対米輸出自主規制が行われ，日
本の自動車メーカー全体の車の対米輸出が２３０万台に制限されていた時を上
回る。
　北米での販売が増大しているが，当初はトヨタは対米現地生産が，上で
述べたように，本田技研，日産など他の日本のメーカーに比べて遅れた。
ところが現在では北米現地生産が１２０万台，北米での販売台数が２５６万台と
なり，日本メーカーの北米での生産・販売ともトップになっている。
　その生産を支える工場を２００６年で見ると，１９８４年生産開始の GMとの合
弁工場（NUMMI），１９８８年生産開始のケンタッキー工場，同年生産開始の
カナダ工場，１９９９年生産開始のインディアナ工場，２００４年生産開始のメキ
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 表３　トヨタ自動車地域別車両販売台数 （単位：千台）
２００６年度２００５年度２００４年度２００３年度２００２年度
２，２７３２，３６４２，３８１２，３０３２，２１７日本
６，２５１５，６１０５，０２７４，４１６３，８９６海外計
２，９４２２，５５６２，２７１２，１０３１，９８２北米
１，２２４１，０２３９７９８９８７７６欧州
７８９８８０８３３５５７４６２アジア
１，２９６１，１５１９４４８５８６７６その他の地域
８，５２４７，９７４７，４０８６，７１９６，１１３連結計
（注）　各年のトヨタ自動車　アニュアルリポートより作成。
シコ工場がある。さらに２００６年１１月にテキサス工場が稼働し，２００７年４月
より富士重工のインディアナ工場でカムリの生産委託を開始した。着実に
現地生産を拡大しているが，ガソリン価格の高騰，環境問題への関心の高
まりなどから，日本からの輸出も増えており，新たな貿易摩擦の火種とな
らないためにも，現地工場をさらに拡張し，新たにミシシッピー工場の建
設も開始した。
２　トヨタの北米現地工場の展開
　本田技研，日産の米国現地工場の建設発表から遅れ，トヨタの米国現地
生産は，GMとの合弁事業からはじまった。ここでは，現在までのトヨタ
の北米現地工場の展開について詳細に見ていく。
臼 NUMMI（New United Motor Manufacturing， Inc．）
　トヨタの最初の北米現地生産工場１）である。トヨタと GMのトップ会
談がニューヨークで１９８２年３月１日に行われたところから提携交渉が始
まった２）。実際の交渉は同年４月より始まったが，最終的に小型車生産の合
弁事業の合意を発表したのは，１９８３年２月１５日であり，トップ会談から１
年経過していた。その合意内容は以下の通り３）。
　トヨタ・GM合弁の合意内容
　▽新会社を両社合弁で設立
　▽出資比率は５０対５０
　▽取締役はトヨタ，GM双方から半数ずつ任命。社長はトヨタから出す
　▽生産工場はカリフォルニア州フレモントの元 GM工場
　▽生産開始は１９８５モデル年（８４年９月～８５年８月）のできるだけ早い時
期。生産規模は年間約２０万台で合弁期間は生産開始後１２年以内
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　１）　NUMMI以前に，TABC社という部品を生産している会社を設立している。
　２）　日本経済新聞　１９８２年３月８日朝刊
　３）　日本経済新聞　１９８３年２月１５日夕刊
　GM側発表補足部分
　▽生産車種は小型シボレー車。全量を米国内シボレーディーラーを通じ
販売
　▽雇用人員はプレス工場分を含め約３千人。このほか波及効果を含め約
９千人の雇用増を期待
　▽国産化率は約５０％。車体，シート，内装品など中心に米国産部品を使
用
　しかし，実際の生産にはさらに乗り越えなければならない問題があった。
まず，FTC（米連邦取引委員会）から独占禁止法に違反しないか認可を受け
なければならなかった。その最終承認は１９８４年４月１１日までかかった。ま
た，UAW（全米自動車労働組合）との間で労務問題の話し合いも行われ，
同年５月１７日に労働協約が結ばれた。生産が開始されたのは同年１２月１８日
でトヨタの「スプリンター（現在のカローラの派生車）」を基本モデルとし
たシボレー「ノバ」が第１号車となった。その後，１９８５年４月４日に開所
式が行われ本格的な生産が始まった。
渦ケンタッキー工場
　１９８５年７月にトヨタは，米国およびカナダで乗用車を単独生産すること
を発表する。先行して米国単独生産を開始していた本田に米国での販売台
数で抜かれ，今後も現地生産を拡大する本田に対抗するために単独生産を
意思決定した。
　同年１２月１１日にケンタッキー州のジョージタウンに進出することを決定
した。敷地面積６５０ヘクタールで，総投資額は５億ドル（当時で約１，０１５億
円）。排気量２千 cc級の中型乗用車「カムリ」を年間２０万台生産する。こ
のカムリは後に，本田のアコードと米国において売れ行きナンバーワンを
競う車になる。
　１９８８年１０月６日にケンタッキー工場が完成した。結局エンジン工場も含
めて総額１１億ドルを投じて建設された。当初の従業員数は１，２００人であった。
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　２００６年には会社設立２０周年を迎え，従業員数は約６，８００名で生産能力は年
間５０万台，エンジンも年間５０万基を生産する能力がある。アバロン，カム
リ，ソラーラの３車種を生産している。さらに同年秋からカムリハイブリッ
ドの生産も開始した４）。
嘘カナダ工場
　ケンタッキー工場と同じ時期に構想が発表され，ケンタッキー工場のす
ぐあとの１９８８年１１月３０日にオンタリオ州ケンブリッジで生産を開始した。
当初はカローラ４ドアセダンの生産を年間５万台で始めた。その後，円高
によりカローラを全量現地生産する体制を整えるため新工場を建設し，生
産能力を年間２０万台にまで高めた。２００３年には年間２５万台まで生産能力を
高めた。カローラ，マトリックス，レクサス RX３３０ を生産している。従業
員数は約４，５００人。
　さらに，２００８年秋の予定でオンタリオ州ウッドストック市に第２工場を
建設し，RAV４ を年間１５万台生産することになっている５）。
唄インディアナ工場
　１９９５年１１月３０日にインディアナ州政府と現地工場建設について調印した。
インディアナ州プリンストン市に，ピックアップトラック「タンドラ」を
生産。年間１０万台の生産能力。１９９８年１２月１０日の開所式を行う。その後，
RV車の米国での人気に伴い生産車種を増やし，ピックアップトラック「タ
ンドラ」，スポーツ・ユーティリティー・ビークル（SUV）「セコイア」，ミ
ニバン「シエナ」を生産能力３０万台で生産している６）。
欝ウェストバージニア工場
　インディアナ工場とほぼ同時に現地生産が意思決定された。ここでは，
「カローラ用」の １８００ccのエンジンを３０万基生産することが決定され，
１９９６年９月１８日に地鎮祭が行われた。開所式は１９９８年１２月１１日とインディ
100― ―
修道商学　第　４８　巻　第２　 号
　４）　トヨタ自動車　ニュースリリース　２００６年５月２２日
　５）　トヨタ自動車　ニュースリリース　２００６年９月２２日
　６）　トヨタ自動車　ニュースリリース　２００６年５月２２日
アナ工場の翌日に行われた。その後，「カローラ」用の直列４気筒エンジン
に加えて，「シエナ」「RX３３０」など現地生産車向けに V６ エンジン２０万基
生産を追加し合計年産５０万基のエンジンの生産をすることになった。さら
に，２００１年からオートマチックトランスミッションの生産を開始したが，
その後生産能力を増強し年産６０万基のオートマチックトランスミッション
を生産する７）。
蔚アラバマ工場
　２００１年２月６日にピックアップトラック用のエンジン工場を建設すると
発表。２００３年５月１２日から生産を開始した。ピックアップトラック「タン
ドラ」用の ４．７ Lの V８ エンジンを年間１２万基生産する。その後，規模拡
大とともに２００６年末には「タンドラ」「セコイア」用の V８ エンジンを２７万
基，「タンドラ」「タコマ」用の V６ エンジンを１３万基，合計年間４０万基の
生産をする８）。
鰻メキシコ工場
　２００２年９月２０日にメキシコのバハ・カリフォルニア州ティファナ市近郊
に建設中のトラックデッキ（荷台）工場でピックアップトラック「タコマ」
を生産すると発表した。２００５年２月１日に開所式を行い，「タコマ」用のト
ラックデッキを年間１８万台，「タコマ」を年間３万台生産する。トラック
デッキは NUMMIで生産される「タコマ」用としても供給される９）。さら
に，２００７年よりトラックデッキを年間２０万台に，「タコマ」を年間５万台に
生産能力を増強する１０）。
姥テキサス工場
　２００３年２月５日にテキサス州サンアントニオ市に，ピックアップトラッ
ク「タンドラ」を生産すると発表１１）。２００６年１１月１７日に稼働させた。「タン
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　７）　トヨタ自動車　ニュースリリース　２００５年５月２日
　８）　トヨタ自動車　ニュースリリース　２００４年９月２７日
　９）　トヨタ自動車　ニュースリリース　２００５年２月２日
１０）　トヨタ自動車　ニュースリリース　２００６年１月２３日
１１）　トヨタ自動車　ニュースリリース　２００３年２月５日
ドラ」を年間２０万台生産する能力を持ち，従業員数は約２０００人である１２）。
ピックアップトラックは米南部で人気が高く日本のメーカーはあまり手を
付けてこなかったが，米メーカーの収益率の高いこの分野に本格的に参入
することになる。
　以上，トヨタの北米生産の拡大を時系列的に見てきた。さらに，富士重
工業との間で２００５年１０月より業務提携に向けて基本合意していたが，２００６
年３月に富士重工の北米工場へトヨタのカムリを年間１０万台の生産委託を
することで合意した。実際の生産は２００７年４月２０日より開始された１３）。こ
れにより，トヨタの２００８年の北米生産能力は２００万台を超えることになる。
　さらに２００７年２月２８日にはミシシッピー州に新工場を建設することを発
表した。SUVの「ハイランダー」を年間１５万台生産する能力をもつ１４）。
　このようなトヨタの北米現地生産の拡大が，売上高と利益の大幅な増加
をもたらした大きな要因である。
２．　日本自動車産業の対米進出に関する既存研究
　日本自動車産業の対米進出についての研究は，１９８０年代に対米現地生産
が進んだ頃に最も活発に行われてきた。今では，多くの関心がアジアへの
進出とりわけ中国進出に向けられている。中国での自動車産業市場が，ヨー
ロッパメーカー，米国メーカー，日本メーカー，韓国メーカー，さらに中
国の民族資本が競争しあいながら急速に拡大するという過去に例のない市
場になっており，他方で販売の急激な拡大とその将来性が研究対象として
魅力的なものになっている。したがって，現在対米現地生産についての研
究はあまり行われていないのが現状である。そうした中で，対米現地生産
について分析した研究を，拙者が現地生産で重要だと考える部品メーカー
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１２）　日経産業新聞　２００６年１１月２０日
１３）　トヨタ自動車　ニュースリリース　２００７年４月２１日
１４）　トヨタ自動車　ニュースリリース　２００７年２月２８日
との関係からの視点で以下に紹介する。
　まず，大規模な調査を行ったものとして，安保哲夫氏のグループの研
究１５）がある。自動車，家電，半導体の日本企業の現地生産工場での調査を
行っているが，そこでは，日本的経営を現地でどの程度適応させているの
か，あるいは現地のやり方に適応しているのかという「ハイブリッド」評
価で測定している。部品調達については，２３項目の中で「ローカルコンテ
ンツ」と「部品調達先」の２項目しかなく，「部品調達先」の調査では，ア
メリカ企業からの現地部品調達の比重の高さは，「適応」を示す重要な指標
となる１６）としており，あくまで「適用」か「適応」かについて判定して
いる。
　鈴木直次氏の研究１７）では，本田，日産，トヨタ，マツダ，三菱自工，
SIA（富士重工・いすゞ）の各社の現地生産の展開と現地経営の諸側面につ
いて述べている。その中で部品調達については第３章の第５節で述べてい
るが，上記日系企業がアメリカの部品メーカーを選定，契約等で日本の部
品メーカーとどのように違うか，日本のやり方をどのように教えていてど
の程度まで可能になったかに重点が置かれている１８）。
　ジェフリー・K・ライカー氏の研究１９）では，トヨタを長年研究してきた
成果を１４の原則にまとめることによって，違う業種の企業にも役に立つ経
営のやり方，つまりトヨタウェイを分析している。部品メーカーとの関係
は，第１７章の原則１１，「パートナーや部品メーカーの社外ネットワークを尊
重し，改善するのを助ける」というところで述べている。そこでは，部品
メーカーをパートナーとして共存共栄しながら一緒に成長することが重要
― ―103
 米田：日本自動車産業の対北米現地生産再考
１５）　安保哲夫編著『日本企業のアメリカ現地生産・自動車・電機：日本的経営の
「適用」と「適応」』東洋経済新報社，１９８８年。
１６）　安保哲夫編著　前掲書　５２～５３ページ。
１７）　鈴木直次　『アメリカ社会のなかの日系企業・自動車産業の現地経営』東洋経済
新報社，１９９１年。
１８）　鈴木直次　前掲書　１７１～１９５。
１９）　ジェフリー・K・ライカー　『ザ・トヨタウェイ上・下』日経 BP社，２００４年。
視されている２０）。
　以上，既存研究を紹介してきたが，日本自動車産業（特にトヨタ）の競
争力の源泉については主に生産現場での労働者の働き方の問題に重点がお
かれ，北米の工場において日本国内の工場と同じようにできるかどうか，
どの程度までできるのかという点を考察している。
　しかし，そのことは日本の自動車産業においては，高い品質の車を生産
するには重要ではあるが工場内の問題である。工場に納入される部品や素
材などが仕様にあった良い品質で，価格も安く，納期も守られるかどうか
という問題も同じくらい重要な問題であると考える。１９８０年代前半の現地
生産開始時は，組立工場を北米に開設することに重点が置かれていたが，
現地工場が増えるにつれて，完成車輸出の自主規制の問題から，部品の現
地調達率が問題視されるようになった。そのため，日本から自動車部品を
輸出すればよいという段階は終わり，円高で日本からの輸出の採算が悪化
したこともあり，部品の現地調達率を引き上げざるを得なくなった。そう
なると，日本とは異なる取引のやり方が現地の部品メーカーとの間でトラ
ブルを起こし，部品の品質管理がうまくいかないことになる。そのために，
日系部品メーカーとの取引は，自動車メーカーにとって，現地生産する車
の品質を向上させるためにも重要なことである。
３．　日本自動車部品メーカーの対米進出
　トヨタの対米現地生産が初期の遅れから，日本メーカー最大規模にまで
拡張してきた。その要因は，これまでトヨタ生産システムとりわけ，工場
現場の日本型作業管理・労務管理方式について，どれだけ日本の国内工場
と同じレベルでできるようになるかに重点が置かれてきたことによる。日
本的経営システムでは，確かに QCサークル，多能工といった現場レベル
の生産管理，品質管理が重要視されて，研究も蓄積されてきた。
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２０）　ジェフリー・K・ライカー　前掲書　下巻　９３～１３０ページ。
　しかし，ジャストインタイムの生産においては，サプライヤーとの関係
が重要である。その関係を見るためにトヨタ系列の有力部品メーカーであ
るデンソー，アイシン精機，豊田合成等の米国製造会社をまとめたのが表
４である。この表からトヨタのケンタッキー工場で生産が開始された１９８８
年以前に設立されたデンソーの米国製造会社は２つしかなく，１９８８年に２
社，１９８９年に３社，１９９０年代に８社，２０００年以降で６社とトヨタの現地生
産の拡張とともに子会社数も増えていることがわかる。そしてデンソーは
全体では２１社米国で製造子会社を設立している。
　トヨタの単独進出によって，トヨタ系部品メーカーが大挙して進出する
と，米国の部品メーカーとの間に新たな摩擦を生みかねないとして，次の
ような原則を定めた。「（１）単独進出は原則として既に立地している日本電
装や進出を決めている豊田合成，アイシン精機の三社に絞る（２）その他
のメーカーには現地部品メーカーとの合弁，技術提携方式をとるよう求め
る……との基本方針を決めた２１）。」
　アイシン精機は，トヨタの単独現地生産（ケンタッキー工場）が決まっ
てから，現地生産について調査を始めた。その後，１９８８年に１社，１９９６年
に３社，２００１年に２社，２００３年に１社，２００４年に２社，２００６年に２社の製
造子会社を米国に設立している。また，２００２年にカナダ，メキシコへは
１９７３年，１９９６年，２００４年に１社ずつ製造子会社を設立している。
　豊田合成は１９８６年に米国に１社とカナダに２社，１９９６年と１９９７年に米国
に１社ずつ，２０００年と２００１年に米国に２社ずつ，２００３年と２００５年に米国に
１社ずつ製造子会社を設立している。
　部品メーカーではないが，鉄鋼メーカーも米国の鉄鋼メーカーと資本技
術提携をすることで自動車用の品質の高い防錆鋼板の生産技術を供与して
日本の自動車メーカーの現地工場に供給している。ガラスやタイヤメー
カーも米国企業と提携したり，買収することで日本の自動車メーカーの現
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２１）　日本経済新聞　１９８５年１２月１３日朝刊
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E
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A
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O
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C
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イ
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造
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O
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SA
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国
デ
ン
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ー
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イ
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ム
，
ワ
イ
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ド
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販
売
N
W
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SA
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.
米
国
デ
ン
ソ
ー
自
動
車
用
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デ
ィ
シ
ー
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ン
グ
製
品
の
製
造
及
び
販
売
TG
 C
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ut
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ot
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e 
Se
al
in
g,
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米
国
豊
田
合
成
パ
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ー
ウ
イ
ン
ド
ウ
モ
ー
タ
の
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造
A
SM
O
 A
PP
A
LA
C
H
IA
N
 C
O
RP
O
RA
TI
O
N
米
国
デ
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ソ
ー
１９
９７
自
動
車
用
電
子
製
品
の
製
造
D
E
N
SO
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IR
E
LE
SS
 S
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A
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E
RI
C
A
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N
C
.
米
国
デ
ン
ソ
ー
自
動
車
用
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装
部
品
・
機
能
部
品
の
製
造
及
び
販
売
TG
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en
tu
ck
y,
 L
LC
米
国
豊
田
合
成
オ
ー
ト
マ
チ
ッ
ク
ト
ラ
ン
ス
ミ
ッ
シ
ョ
ン
部
品
の
製
造
・
販
売
AW
 N
O
R
TH
 C
A
RO
LI
N
A
, I
N
C
.
米
国
アイ
シン
・エ
ィ・
ダブ
リュ
１９
９８
ワ
イ
ヤ
ハ
ー
ネ
ス
，
電
子
部
品
の
製
造
TE
C
H
M
A
 U
.S
.A
., 
IN
C
.
米
国
デ
ン
ソ
ー
エ
ン
ジ
ン
，
ト
ラ
ン
ス
ミ
ッ
シ
ョ
ン
To
yo
ta 
M
ot
or
 M
an
uf
ac
tu
rin
g, 
W
es
t V
irg
in
ia,
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c （
. T
M
M
W
V ）
米
国
ト
ヨ
タ
自
動
車
新
製
品
の
研
究
・
開
発
AW
 T
E
C
H
N
IC
A
L 
C
E
N
TE
R 
U
.S
.A
., 
IN
C
.
米
国
アイ
シン
・エ
ィ・
ダブ
リュ
１９
９９
米
国
の
ア
ス
モ
グ
ル
ー
プ
の
事
業
統
括
A
SM
O
 N
O
R
TH
 A
M
E
RI
C
A
, L
LC
.
米
国
デ
ン
ソ
ー
北
米
の
統
括
会
社
To
yo
da
 G
os
ei
 N
or
th
 A
m
er
ic
a 
C
or
po
ra
tio
n
米
国
豊
田
合
成
タ
ン
ド
ラ
，
セ
コ
イ
ア
，
シ
エ
ナ
To
yo
ta
 M
ot
or
 M
an
uf
ac
tu
rin
g,
 In
di
an
a,
 In
c （
. T
M
M
I ）
米
国
ト
ヨ
タ
自
動
車
鋳
鉄
製
品
の
機
械
加
工
A
TT
C
 M
A
N
U
FA
C
TU
RI
N
G
, I
N
C
.
米
国
ア
イ
シ
ン
高
丘
２０
００
K
YO
SA
N
 D
E
N
SO
 M
A
N
U
FA
C
TU
RI
N
G
 K
E
N
TU
C
K
Y,
 L
LC
. の
統
括
運
営
K
YO
SA
N
 D
E
N
K
I A
M
E
RI
C
A
, I
N
C
.
米
国
デ
ン
ソ
ー
自
動
車
用
セ
ー
フ
テ
ィ
シ
ス
テ
ム
製
品
の
製
造
及
び
販
売
D
ai
ce
l S
af
et
y 
Sy
s t
em
s 
A
m
er
ic
a,
 L
LC
米
国
豊
田
合
成
自
動
車
用
機
能
部
品
の
製
造
及
び
販
売
TG
 F
lu
id
 S
ys
te
m
s 
U
SA
 C
or
po
ra
tio
n
米
国
豊
田
合
成
自
動
車
部
品
（
ド
ラ
ム
ブ
レ
ー
キ
，
リ
ヤ
パ
ー
キ
ン
グ
ブ
レ
ー
キ
，
ブ
レ
ー
キ
マ
ス
タ
ー
シ
リ
ン
ダ
ー
，
ペ
ダ
ル
パ
ー
キ
ン
グ
ブ
レ
ー
キ
な
ど
）
の
製
造
A
IS
IN
 B
RA
K
E
 &
 C
H
A
SS
IS
, I
N
C
.
米
国
ア
イ
シ
ン
精
機
２０
０１
自
動
車
部
品
（
サ
ン
ル
ー
フ
，
ス
ラ
イ
ド
ド
ア
モ
ジ
ュ
ー
ル
，
パ
ワ
ー
バ
ッ
ク
ド
ア
モ
ジ
ュ
ー
ル
，
ア
ウ
ト
サ
イ
ド
ハ
ン
ド
ル
な
ど
）
の
製
造
A
IS
IN
 M
FG
. I
LL
IN
O
IS
, L
LC
. 
米
国
ア
イ
シ
ン
精
機
北
米
ア
イ
シ
ン
グ
ル
ー
プ
の
長
期
事
業
計
画
立
案
，
お
よ
び
事
業
拡
大
の
推
進
/
自
動
車
部
品
・
住
生
活
＆
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
商
品
の
北
米
得
意
先
へ
の
営
業
・
販
売
活
動
/
北
米
生
産
品
の
技
術
開
発
A
IS
IN
 W
O
RL
D
 C
O
RP
. O
F 
A
M
E
RI
C
A
米
国
ア
イ
シ
ン
精
機
ア
フ
タ
ー
マ
ー
ケ
ッ
ト
用
コ
ン
プ
レ
ッ
サ
の
供
給
A
C
TI
S 
M
A
N
U
FA
C
TU
RI
N
G
, L
TD
. L
LC
.
米
国
デ
ン
ソ
ー
ス
ポ
ッ
ト
ク
ー
ラ
，
カ
ー
エ
ア
コ
ン
用
ホ
ー
ス
の
製
造
G
A
C
 C
O
RP
O
RA
TI
O
N
 D
E
 M
E
XI
C
O
 S
.A
. D
E
 C
.V
.
メ
キ
シ
コ
デ
ン
ソ
ー
樹
脂
製
燃
料
タ
ン
ク
の
製
造
及
び
販
売
Fu
el
 T
ot
al
 S
ys
te
m
s 
C
al
ifo
rn
ia
 C
or
po
ra
tio
n
米
国
豊
田
合
成
自
動
車
用
ボ
デ
ィ
シ
ー
リ
ン
グ
製
品
の
製
造
及
び
販
売
TG
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ut
om
ot
iv
e 
Se
al
in
g 
K
en
tu
ck
y,
 L
LC
米
国
豊
田
合
成
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自
動
車
部
品
（
マ
ニ
ュ
ア
ル
シ
ー
ト
ト
ラ
ッ
ク
，
ア
ジ
ャ
ス
タ
ー
，
そ
の
他
車
体
部
品
，
体
重
検
知
セ
ン
サ
ー
， 
リ
キ
ッ
ド
サ
ウ
ン
ド
ダ
ン
パ
ー
 な
ど
）
の
製
造
，
販
売
A
IS
IN
 C
A
N
A
D
A
, I
N
C
.
カ
ナ
ダ
ア
イ
シ
ン
精
機
２０
０２
自
動
車
用
ブ
レ
ー
キ
シ
ス
テ
ム
お
よ
び
そ
の
シ
ス
テ
ム
を
構
成
す
る
部
品
の
開
発
・
販
売
A
D
V
IC
S 
N
O
R
TH
 A
M
E
RI
C
A
, I
N
C
.
米
国
ア
ド
ヴ
ィ
ッ
ク
ス
バ
ー
コ
ー
ド
リ
ー
ダ
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2
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元
リ
ー
ダ
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自
動
認
識
製
品
の
販
売
 
TD
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C
A
N
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U
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.),
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.
米
国
デ
ン
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ー
北
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er
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el
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N
or
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m
er
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国
豊
田
合
成
ア
ル
ミ
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自
動
車
部
品
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ア
ル
ミ
バ
ン
パ
ー
リ
ィ
ン
フ
ォ
ー
ス
メ
ン
ト
， 
ア
ル
ミ
バ
ン
パ
ー
リ
ィ
ン
フ
ォ
ー
ス
メ
ン
ト
の
エ
ク
ス
テ
ン
シ
ョ
ン
，
A
B
S
ボ
デ
ィ
）
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製
造
A
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 L
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H
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E
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.
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ア
イ
シ
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精
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デ
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2
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ク
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等
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製
造
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E
N
SO
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N
U
F
A
C
T
U
R
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A
T
H
E
N
S 
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N
N
E
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E
E
, I
N
C
.
米
国
デ
ン
ソ
ー
フ
ュ
ー
エ
ル
ポ
ン
プ
モ
ジ
ュ
ー
ル
等
の
製
造
K
Y
O
SA
N
 
D
E
N
SO
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A
N
U
F
A
C
T
U
R
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N
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C
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テ
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. d
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テ
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l C
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自
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ォ
ー
タ
ポ
ン
プ
，
オ
イ
ル
ポ
ン
プ
，
ピ
ス
ト
ン
，
可
変
バ
ル
ブ
タ
イ
ミ
ン
グ
な
ど
）
の
製
造
AI
SI
N
 A
U
TO
M
O
TI
VE
 C
AS
TI
N
G
 T
EN
N
ES
SE
E,
 IN
C.
米
国
ア
イ
シ
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テ
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 C
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米
国
ア
イ
シ
ン
精
機
２０
０６
車
体
系
自
動
車
部
品
 (
ド
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レ
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ム
) 
の
製
造
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IN
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国
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精
機
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To
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 M
ot
or
 M
an
uf
ac
tu
rin
g,
 T
ex
as
, I
nc
（
. T
M
M
TX
）
米
国
ト
ヨ
タ
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タ
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動
車
２０
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（
注
）　
ア
イ
シ
ン
高
丘
, ア
イ
シ
ン
・
エ
ィ
・
ダ
ブ
リ
ュ
, ア
ド
ヴ
ィ
ッ
ク
ス
，
エ
ク
セ
デ
ィ
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ア
イ
シ
ン
精
機
の
子
会
社
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：
ト
ヨ
タ
自
動
車
，
ア
イ
シ
ン
精
機
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デ
ン
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ー
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豊
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合
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の
４
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ム
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，
週
刊
東
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臨
時
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『
２０
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海
外
進
出
企
業
総
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新
報
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２０
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年
６
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日
，
各
種
新
聞
報
道
よ
り
作
成
。
地工場との関係を作っている。
　以上のように，自動車メーカーの北米への現地生産はさまざまな自動車
関連産業に対北米投資を促しており，それによって日本の自動車メーカー
も国内と同様に高い品質を保持することに貢献している。
むすびにかえて
　これまで，トヨタの対米進出とサプライヤーの対米進出を見てきたが，
今後ますます拡大していく中国への進出にも対米進出と同じことが考えら
れる。トヨタの中国現地生産は，天津一汽豊田汽車（２００２年生産開始）が
２００６年に２０万９千台の生産，四川一汽豊田（２００５年生産開始）が２００６年に
１万６千台の生産，広州豊田汽車（２００６年生産開始）が２００６年に６万１千
台の生産を開始した。しかし，対米進出と同様に他社に遅れをとっている。
米国におけると同様に中国での現地生産を大幅に拡張していくには，サプ
ライヤーの進出が不可欠である。
　中国での生産は，現地企業との合弁など制約が多く，自由に工場を建設
できるわけではないという点で対米進出とは異なるが，今後ますますサプ
ライヤーとの関係が重要になるであろう。
　トヨタの対米進出を再検討することは，中国への進出だけでなく，今後
さらに拡大していくであろう対ロシア進出，対インド進出などを考える際
に重要である。というのも，日本の自動車産業の特徴であるサプライヤー
との「擦り合わせ」が海外生産でも必要であるなら，最終組み立てメー
カーのみの現地進出では，日本企業の強みを発揮できないからである。こ
の関係がいかに進んできたかについて，対米現地生産をさらに詳細に再検
討してみる必要があると思われる。
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